第１８章　公務員及び選挙
地方公務員の数
　地方公務員とは、いわゆる地方公共団体に勤務する者をいい、その範囲は地方公共団体の職種により極めて広範かつ多様であり、更にその身分が国家公務員に属するものもあり、複雑多岐にわたっている。
　行政部門別、職員区分別に分けてみると、一般職員、教育公務員、警察官、議会議員となり、一般職員は更に、一般行政関係、消防関係、企業関係、教育関係等に細分される。
　昭和57年４月１日現在、大阪府及び府下市町村に勤務する地方公務員数は総数で22万3 090人となり、56年度に比べ1346人（0.6パーセント）の増加となった。
　部門別にみると、一般職の公務員は13万6235人で、このうち50.5パーセントが一般行政関係の職員である。また、教育公務員は６万8528人、警察官は１万8327人となっている。
　また、公務員１人当たりの府民数をみると、一般職員は府民61人に１人の割合、警察官は454人に1人の割合である。
　なお、府市町村議会の議員数は56年末現在で定数1366人に対し1348人となり、18人の欠員である。
選挙人名簿登録者数
　昭和42年７月に住民基本台帳法が公布され、44年７月から同法第15条の規定が施行された。この結果、従来の永久選挙人名簿への登録申出制度が廃止され、住民基本台帳に記載されているものを市町村長の職権で登録することとなり、また登録回数も選挙時と年１回（９月）の定時登録に簡素化され、選挙時にできるだけ多くの有権者が把握できるようになった。
　昭和57年９月２日現在の登録者数は581万1952人（男284万2320人、女296万9632人）となり、56年に比べて、４万4990人、0.8パーセント増加した。地域別にみると、大阪市地域が56年に比べて4118人の減少となり、年々減少を続けているのに対し、その他の地域は増加を続けている。なかでも、三島地域（1万995人増）北河内地域（9402人増）が大きな伸びをみせている。
衆議院、参議員選挙
衆議院議員選挙
　第36回衆議院議員選挙は、昭和55年５月15日第91回通常国会本会議における内閣不信任案の可決という異例の事態となり政府は衆議員解散、総選挙にふみきった。戦後不信任案が可決されたのは吉田内閣当時の昭和23年、28年に続いて、３度目のことである。これにより54年秋からわずか７ヵ月後の衆議院解散で６月２日公示６月22日投票となった。
　また、第22回参議院通常選挙も５月30日公示、６月22日投票となり、我国の選挙史上初の衆参両院同時選挙となった。
　選挙は「安保・防衛」「政治腐敗」「物価」等が争点となったが自民党の内部分裂の様そうを呈したことにより野党連合論争も活発となり、激しい選挙戦が展開された。
　結果は、選挙期間中首相の急逝という事態で危機感に包まれた自民党が党内の結束強化に努め、野党陣営の足並みの乱れや好天による投票率の上昇などにより、自民党が安定多数議席を越える圧勝となった。
　大阪でも、自民党の復調が目立ち前回議席を失った大阪３区でも帰り咲きを果たし、大阪全区で議席を確保した。
　当日の投票状況は、当日有権者数570万825人（男279万1 336人、女290万9 489人）で投票率は67.4パーセント（男65.64パーセント、女69.09パーセント）で42年（第31回）の68.39パーセントに次ぐ高率となった。
参議院選挙
　第12回参議院通常選挙は５月30日公示され、６月22日投票という衆参両院ダブル選挙となったが、結果は衆議院と同様自民党が過半数を確保した。大阪地方区の状況をみると、３議席を８人で争う激戦となり、投票率も好天とダブル選挙の影響を受け67.38パーセント（男65.62パーセント､女69.07パーセント）と戦後第１回からの投票率としては、昭和25年６月第２回参院選（71.58パーセント）に次ぐ高投票率となった。
